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令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業企画提案募集要項

本事業は、令和７年度予算案に基づき募集を行うものであり、契約の締結に際しては、

令和７年度当初予算に関し、議会の議決が必要である。

なお、当初予算に関し、議会の議決が得られなかった場合、契約予定者に対して、県

は、いかなる責任も負わない。

１ 事業の目的

県内事業者（以下「事業者」）に公益通報者保護制度を普及するため、公益通報者保護

制度推進員（以下「推進員」）を設置し、内部通報制度を導入している事業者に対する実

効性向上の支援を行うとともに、内部通報制度未導入の事業者にかかる「内部通報共通窓

口」の設置に向けた業界団体への支援等を行う。

この業務を実施する事業者を次のとおり募集する。

２ 業務概要

（１）事業名

令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業

（２）業務の内容

別添の「令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業仕様書」のとおり

（３）実施主体

徳島県危機管理部消費者政策課

（４）委託業務期間

契約締結日から令和８年３月３１日までとする。

（５）見積限度額

９，０００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

（６）スケジュール

令和７年２月１４日（金） 公募開始

令和７年２月２８日（金）午後５時まで 参加意思表明締切

令和７年３月 ４日（火）午前１０時から 説明会（徳島県庁）

令和７年３月 ７日（金）午後５時まで 質問票提出締切

令和７年３月１７日（月）午後５時まで 企画提案書等提出締切

令和７年３月下旬 選定委員会開催

令和７年３月下旬 審査結果の通知

令和７年４月以降 契約

３ 募集団体

次に掲げる全ての要件を満たすものとする。

①徳島県内に主たる事務所等を置く団体であること。

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

ものであること。

③総務省管轄の日本標準産業分類における小分類９３１の経済団体又は１００以上の

県内事業者（徳島県内に主たる事務所等を置く事業者）が会員（同会員に県内事業
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者が加入している場合、それぞれを１事業者として含めることができる）として登

録されている団体。

④徳島県物品等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止又は指名回避の措置の対

象になっていないものであること。

⑤会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始又は破産法（平成１６年法律第

７５号）に基づく破産開始の申立てをし、又は、申立てがなされている者及びこれ

らの手続き中である者でないこと。

⑥宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。

⑦暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でなく、また、自己の組織の

役員等が暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でなく、

暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有するのではないこと。

⑧県税の未納付がないこと。

⑨「５ プロポーザル実施に係る説明会」に出席していること。

４ プロポーザルへの参加意思表明

企画提案に参加する者は、令和７年２月２８日（金）午後５時までに、「令和７年度コ

ンプライアンス経営定着推進事業に係る企画提案参加意思表明書」（様式第１号。以下「参

加意思表明書」という。）により、持参又は郵送（必着）で「７ 応募手続等（３）提出

先」へ提出すること。なお、郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。

なお、「参加意思表明書」の提出後に辞退する場合は、「令和７年度コンプライアンス経

営定着推進事業に係る企画提案辞退届」（様式第２号）を提出すること。

提出先：〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

徳島県危機管理部 消費者政策課 消費者行政推進担当

５ プロポーザル実施に係る説明会

（１）日 時 令和７年３月４日（火）午前１０時から午前１１時まで

（２）場 所 徳島県庁内

（３）申し込み 令和７年２月２８日（金）午後５時までに電子メールで連絡の上、電話

等によって受信確認を行うこと。

※団体名、担当者名、参加人数及び連絡先を記載すること（様式自由）。

メールアドレス：shohishaseisakuka@pref.tokushima.lg.jp

電 話 番 号：088-621-2175

（４）留意事項 参加者は本プロポーザルの関係書類を一読し、当日持参すること。

説明会への参加は当該事業の応募要件である。

６ プロポーザルに係る質問の受付及び回答

質問がある場合は、令和７年３月７日（金）午後５時までに、「令和７年度コンプライ

アンス経営定着推進事業に係る質問票」（様式第３号）により、ファクシミリ又は電子メ

ールにより提出の上、電話等によって受信確認を行うこと。

なお、質問事項に対する回答は、令和７年３月１２日（水）までに原則として県庁ＷＥ

Ｂサイトで公開する。

メールアドレス：shohishaseisakuka@pref.tokushima.lg.jp
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電 話 番 号：088-621-2175

７ 応募手続等

（１）提出書類

①令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業企画提案書（様式第４号）

②令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業見積書（様式第５号）

③令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業統括責任者・運営管理体制（様式第

６号）

④令和７年度コンプライアンス経営定着推進事業企画提案選定委員会出席者名簿（様

式第７号）

⑤団体の概要がわかる書類

⑥会員事業者の概要がわかる書類

⑦定款又は寄附行為の写し（法人格がない場合は、団体規約の写し等運営規約に相当

するもの）

⑧法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）

※提出日において、発行日から３ヶ月以内のもの。また、写しの場合は、代表者が

記名押印の上、原本と相違ないことを証明すること。

※法人格がない団体については、提出不要。

⑨決算状況を明らかにする書類（直近２事業年度分）

⑩直近の納税証明書

⑪公募型プロポーザル参加資格確認書（様式第８号）

⑫これまでの取組実績がわかる書類（任意様式）

※これまでに事業者等に対して、内部通報制度の実効性向上等、公益通報者保護制

度の普及に係る取組を実施している場合は、その取組実績が分かる資料を作成、

提出すること。

※今年度に事業を実施した団体においては、これまでの取組実績（Ｒ２～Ｒ６年度）

が分かる資料を作成、提出すること。

（２）提出部数

１０部（正本１部、副本９部）

（３）提出先

〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

徳島県危機管理部 消費者政策課 消費者行政推進担当

（４）提出方法

持参又は郵送（必着）によること。なお、郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録

が残る方法に限る。

（５）提出期限

令和７年３月１７日（月）午後５時必着

（６）留意事項

①参加申込に要する費用は、すべて応募者の負担とする。

②提出された書類は、返却しない。また、企画提案者の選定及び企画提案書の評価・

審査以外には、企画提案者で無断で使用しない。

③提出された書類の受理後の差し替え及び修正は、原則として認めない。

④企画提案に応募した団体名等は、公表する場合がある。

⑤人件費等経費の積算に当たっては、地域の水準等を踏まえ適正な価格で積算するこ
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と。

⑥提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格とする。

⑦事業で得た財産及び成果物等に係る権利は、徳島県に帰属する。

⑧必要に応じ、追加書類の提出を求める場合がある。

⑨災害などにより不測の事態が生じた場合は、本件に関する手続きを延期することが

ある。

⑩１者あたり１件の企画を限度とし、１件を超えて申込みを行った場合は、全てを無

効とする。

８ 契約予定者の選定

（１）審査の方法

提出された書類の内容を審査するため、徳島県の関係部局の職員及び外部有識者から

なる選定委員会を開催する。選定委員会では、あらかじめ定められた審査基準に基づき、

書類審査及び面接審査（応募団体のプレゼンテーション及び質疑応答）により、採点を

行い、委員の採点の合計点が最も高い者から順に予算の範囲で契約予定者を選定する。

ただし、審査において基準点を満たしていない応募者は契約予定者として選定しない

場合がある。

（２）審査基準

選定委員は、次の観点に基づき採点を行う。

ア 事業目的及び企画案の妥当性・有効性

イ 事業運営にあたっての実現性・計画性

ウ 経費の妥当性

（３）選定委員会の面接審査

ア 日 時 令和７年３月下旬

イ 会 場 徳島県庁内

ウ 審査方法 応募団体は提出書類について１団体あたり１０分程度のプレゼンテ

ーションを行い、説明終了後に必要に応じて、質疑時間を設ける。

（４）審査結果の通知

審査結果は、全ての応募者に対し、文書により通知する。ただし、選定の経緯につい

ては公表しない。

（５）異議申立て

選定結果に対する異議申立ては受理しない。

９ 契約の締結

（１）契約に際しては、提案内容をそのまま実施するものではなく、選定後に契約予定者と

徳島県が業務を実施する上で必要となる詳細事項及び事業経費について協議・調整を行

った上で、双方が合意に至った場合に契約を締結する。

なお、契約予定者との協議が整わない場合又は協議後の契約予定額の総額が予算の範

囲内に収まらない場合、次点者と契約について協議を行う場合がある。

（２）契約時期は、令和７年４月以降を予定。

（３）経理処理は他に行っている事業と明確に区分し、会計関係の帳簿及び証拠書類は、事

業が終了した年度の終了後５年間保存すること。

（４）県から、事業の実施状況について報告を求められた場合は、速やかに回答すること。

（５）事業終了後は、事業の実施内容、業界団体への窓口設置の実績、事業に要した経費及

びその内訳を含む実績報告書を提出すること。
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（６）契約の締結に際しては、令和７年度当初予算に関し、議会の議決が必要である。

なお、当初予算に関し、議会の議決が得られなかった場合、契約予定者に対して、県

はいかなる責任も負わない。

10 委託料の支払

委託料の支払時期、金額、支払方法等は契約で定める。

なお、委託料は、前払いをできるものとする。前払いの額は、契約の内容に応じて県が

決定する。

11 業務の適正な実施に関する事項

（１）受託者は、受託者が行う委託業務については、一括して第三者に再委託し、又は請け

負わせることができない。ただし、委託業務を効果的に行う上で必要と思われる業務に

ついては、徳島県と協議の上、委託業務の一部を再委託することができる。

（２）受託者が委託業務を行うに当たって、個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律例第５７号）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、

滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に万全を期すこと。

（３）受託者は、本業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利

益のために利用することはできない。また委託業務終了後も同様とする。


